
40

厚生年金保険法における被扶養配偶者に対する年金たる保険給付の基本的認識

（被扶養配偶者に対する年金たる保険給付の基本的認識）

第七十八条の十三 被扶養配偶者に対する年金たる保険給付に関しては、第三章に定
めるもののほか、被扶養配偶者を有する被保険者が負担した保険料について、当該被
扶養配偶者が共同して負担したものであるという基本的認識の下に、この章の定めると
ころによる。
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企業型ＤＣ
(事業主拠出）
２．３万円
（損金算入）

事業主拠出
（損金算入）

厚生年金＋
基礎年金

厚生年金＋
基礎年金

ＤＢ
(事業主拠出）
（損金算入）

厚生年金＋
基礎年金

企業型ＤＣ
(事業主拠出）
（損金算入）
４．６万円

厚生年金
基金

厚生年金＋
基礎年金

他の企業年金
なし

ＤＢのみ他の企業年金
あり

厚年基金のみ

代行部分

望ましい水準
＝退職前所得の
６割

事業主拠出
（損金算入）

本人拠出
（社保控除）

企業型ＤＣ

厚生年金基金、確定給付企業年金、確定拠出年金の比較図
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企業型ＤＣ
(事業主拠出）
２．３万円
（損金算入）

(本人拠出）
（所得控除）
１．８万円

厚生年金＋
基礎年金

企業型ＤＣ
(事業主拠出）
（損金算入）
４．６万円

厚生年金
基金

厚生年金＋
基礎年金

ＤＢ
(事業主拠出）
（損金算入）

厚生年金＋
基礎年金

厚生年金＋
基礎年金

他の企業年金
なし

他の企業年金
あり

厚年基金のみ

代行部分

望ましい水準
＝退職前所得の
６割

事業主拠出
（損金算入）

本人拠出
（社保控除）

個人型ＤＣ

企業型ＤＣ

確定拠出年金の加入者別の拠出限度額の比較図
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企業型確定拠出年金の拠出限度額設定の考え方

○ 厚生年金基金の上乗せ部分の望ましい給付水準（基礎年金（夫婦二人分）・厚生年金と合わせて退職 

直前給与水準の６割程度に相当する水準）に相当するものが確保できるように、拠出限度額を設定。 

 【 制度創設当時：３．６万円／月 → 現行：４．６万円／月 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜掛金ベース＞ ＜給付ベース＞ 

1.7 倍 

2.23 倍 

制度創設当時 

××

基礎年金（夫婦

二人分） 

厚年（本体） 

(物価ｽﾗｲﾄﾞ・ 

賃金再評価) 

望ましい 

上乗せ水準 

基金代行部分 

 

望ましい 

上乗せ水準 

基金代行部分 

厚年（本体） 

(物価ｽﾗｲﾄﾞ・ 

賃金再評価)

基礎年金 

（夫婦二人分）

 

大多数の

民間サラ

リーマンの

標準給与 

 

免除保険

料率 

 

望ましい 

上乗せ水準

退

職

直

前

給

与

の

６

割

１６年年金法改正後 

６５万円 ×  ３．２％  ×  ２．２３ 

                    ＝４．６万 

※ 他の企業年金にも加入している者は 

半額の２．３万円 
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厚生年金基金、確定給付企業年金、確定拠出年金の掛金の状況

《厚生年金基金（平成１６年度決算）》 《確定給付企業年金（平成１７年度中決算）》

９８．６％４～５万円

１００％５万円以上

９８．０％３～４万円

９６．６％２～３万円

９２．９％１～２万円

８０．３％０～１万円

累積割合上乗せ掛金

（加入員1人当たり月額）

９８．３％４～５万円

１００％５万円以上

９５．９％３～４万円

８９．９％２～３万円

７１．１％１～２万円

３０．９％０～１万円

累積割合加入員１人当たり

掛金月額

《確定拠出年金（平成１７年度業務報告）》

１００％４～４．６万円

９８．４％３～４万円

９２．８％２～３万円

８１．１％１～２万円

４８．１％０～１万円

累積割合加入員１人当たり

掛金月額

注）平成17年度に事業年度末を迎えた事業報告書を集計
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＜投資教育の対象者＞

・実施回数

導入時教育 継続教育

１回のみ 74.1％ 67.1％

２回以上 25.9％ 32.9％

18

84

494

130

18

0%

25%

50%

75%

100%

導入時教育 継続教育

全員対象

希望者

両方

3.5％

96.5％

7.8％

56.0％

36.2％

投資教育の実態

既に実施
済である

既に複数
回実施済
である

実施して
いない

現在計画
中である

236（46.2％）

104（20.4％）

117（22.9％）

54（10.6％）

＜継続教育の実施状況＞

平成18年10月「確定拠出年金に関する実態調査」（企業年金連合会）
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投資教育において加入者が求めている情報の内容について

（ＭＡ）

1465 44.0% 29.4% 27.8% 29.7% 12.6% 30.0% 16.2% 25.3% 8.9% 12.5% 22.3% 16.3% 21.8% 23.3% 26.8%

２０代 91 49.5% 41.8% 46.2% 27.5% 16.5% 27.5% 16.5% 37.4% 24.2% 9.9% 31.9% 16.5% 15.4% 19.8% 19.8%

３０代 336 44.6% 27.4% 20.8% 30.7% 13.7% 25.3% 17.6% 28.6% 11.0% 14.0% 26.2% 15.5% 20.8% 23.2% 22.9%

４０代 458 42.6% 28.4% 22.3% 30.1% 12.4% 29.7% 14.8% 27.1% 8.1% 14.0% 20.3% 17.9% 21.4% 25.3% 25.5%

５０代 434 44.2% 27.4% 31.3% 25.3% 11.5% 32.3% 16.8% 21.2% 4.4% 10.4% 16.4% 14.7% 20.5% 20.0% 32.0%

２０代 18 22.2% 33.3% 38.9% 50.0% 16.7% 16.7% 33.3% 38.9% 11.1% 11.1% 27.8% 5.6% 22.2% 27.8% 16.7%

３０代 55 47.3% 34.5% 38.2% 49.1% 10.9% 34.5% 16.4% 14.5% 9.1% 12.7% 38.2% 20.0% 38.2% 27.3% 30.9%

４０代 52 48.1% 38.5% 40.4% 34.6% 13.5% 44.2% 9.6% 11.5% 5.8% 17.3% 30.8% 25.0% 34.6% 28.8% 30.8%

５０代 21 33.3% 28.6% 42.9% 23.8% 0.0% 42.9% 9.5% 19.0% 28.6% 0.0% 14.3% 4.8% 28.6% 38.1% 28.6%

全体

性
・
年
齢

男
性

女
性

１５．公的
年金制度
の説明

１１．投資
や資産運
用の基礎
知識

１２．主な
金融商品
の種類の
説明とリス
ク・リターン

１３．商品
選定の際
の具体的
な投資アド
バイス

１４．資産
配分の見
直しのタイ
ミングと見
直し内容

７．投資に
役立つ情
報の集め
方

８．ライフプ
ランの組み
立て方

９．経済の
基礎知識

１０．リスク
を軽減する
ための方
法

サンプル
数

１．自社の
退職給付
制度につ
いての詳し
い説明

２．確定拠
出年金制
度につい
ての詳しい
説明

３．離職、
転職時に
やらなけれ
ばいけな
い手続き

４．自分に
合う資産配
分（ポート
フォリオ）
の作り方

５．商品の
売買の仕
方

６．自分の
年金残高
の確認方
法

23.8% 10.5% 16.5% 30.4% 9.5% 1.6% 5.3%

18.7% 11.0% 20.9% 26.4% 7.7% 3.3% 3.3%

18.2% 11.3% 19.3% 29.5% 8.3% 2.7% 4.5%

21.0% 10.7% 19.0% 33.8% 8.7% 1.5% 5.7%

32.3% 9.4% 12.0% 28.6% 11.5% 0.7% 6.2%

11.1% 0.0% 16.7% 38.9% 0.0% 5.6% 5.6%

25.5% 18.2% 23.6% 21.8% 1.8% 0.0% 3.6%

25.0% 9.6% 5.8% 34.6% 21.2% 1.9% 1.9%

28.6% 4.8% 0.0% 33.3% 9.5% 0.0% 14.3%

１９．老後の
必要額・不足
額の試算シ
ミュレーショ
ン内容

２０．確定拠
出年金制度
以外の年金
制度との受
取金額比較

２１．その他 無回答１６．企業年
金の受け取
り方法

１７．投資選
考判断ポート
フォリオ決定
のためのシ
ミュレーショ
ン内容

１８．資産運
用シミュレー
ション内容

4 4 .0

2 9 .4 2 7 .8
2 9 .7

1 2 .6

3 0 .0

1 6 .2

2 5 .3

8 .9
1 2 .5

2 2 .3

1 6 .3

2 1 .8 2 3 .3
2 6 .8

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

23.8

10.5

16.5

30.4

9.5

1.6
5.3

0

10

20

30

40

50

「自社の退職給付制度についての詳しい説明」という基本的な
情報内容が、４割強で最も高くなっている。次いで、「老後の必
要額・不足額の試算シミュレーション内容」という項目も自覚・
理解の促進（サポート）として比率が高くなっている。

「NPO確定拠出年金教育協会の調査」より


